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●防災に関し、行政各部の施策の統一を●防災に関し、行政各部の施策の統一を●防災に関し、行政各部の施策の統一を●防災に関し、行政各部の施策の統一を

図るための企画立案・総合調整を行図るための企画立案・総合調整を行図るための企画立案・総合調整を行図るための企画立案・総合調整を行

う。う。う。う。    

●災害等発生時の情報収集等、緊急●災害等発生時の情報収集等、緊急●災害等発生時の情報収集等、緊急●災害等発生時の情報収集等、緊急

対応を内閣官房と緊密に連携して対応を内閣官房と緊密に連携して対応を内閣官房と緊密に連携して対応を内閣官房と緊密に連携して

一体的に対処する。一体的に対処する。一体的に対処する。一体的に対処する。    

●中央防災会議及びその専門調査会●中央防災会議及びその専門調査会●中央防災会議及びその専門調査会●中央防災会議及びその専門調査会

において、事務局としての役割を果において、事務局としての役割を果において、事務局としての役割を果において、事務局としての役割を果

たす。たす。たす。たす。    

１１１１１１１１１１１１．．．．．．．．．．．．内内内内内内内内内内内内閣閣閣閣閣閣閣閣閣閣閣閣府府府府府府府府府府府府（（（（（（（（（（（（防防防防防防防防防防防防災災災災災災災災災災災災担担担担担担担担担担担担当当当当当当当当当当当当））））））））））））のののののののののののの役役役役役役役役役役役役割割割割割割割割割割割割    

●災害発生時に、非常災害対策本部又●災害発生時に、非常災害対策本部又●災害発生時に、非常災害対策本部又●災害発生時に、非常災害対策本部又

は緊急非常対策本部を内閣府に設は緊急非常対策本部を内閣府に設は緊急非常対策本部を内閣府に設は緊急非常対策本部を内閣府に設

置する。置する。置する。置する。    



諮問

指定公共機関の長
  （4名）

 学識経験者
  (4名)

答申

意見具申

日本銀行総裁 東京大学名誉教授
○○速水　優 ○○溝上　恵

日本赤十字社社長 富士常葉大学助教授

○○藤森　昭一 ××重川　希志依

ＮＨＫ会長 静岡県知事
○○海老沢　勝二 ○○石川　嘉延

ＮＴＴ社長 日本消防協会会長
××宮津　純一郎 ○○德田　正明

○

○
○

○

　内閣総理大臣・防災担当大臣の諮問に応じての防災に関する重要事項

の審議（防災の基本方針、防災に関する施策の総合調整、災害緊急事態

の布告等）等

　防災に関する重要事項に関し、内閣総理大臣及び防災担当大臣への意
見の具申

会長

委員

　防災基本計画及び地震防災計画の作成及びその実施の推進

　非常災害の際の緊急措置に関する計画の作成及びその実施の推進

【役割】

　・ 今後の地震対策のあり方に関する専門調査会（9月17日発足）

　・ 東南海、南海地震等に関する専門調査会（10月3日発足）

 
内
閣
総
理
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臣

 
・
防
災
担
当
大
臣

専門調査会
　・ 東海地震に関する専門調査会（3月14日発足）

　・ 防災基本計画専門調査会（10月11日発足）

中央防災会議
内閣総理大臣

防災担当大臣を
はじめとする全閣僚
  （17名以内）
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個 別 災 害 対 策 
風 水 害 
◎ 台風常襲地帯における災害の防除に関する特別措置法 
◎ 河川法 
◎ 治山・治水緊急措置法 
 
地   震 
◎ 大規模地震対策特別措置法 ◎ 地震防災対策特別措置法 
◎ 地震財特法 ◎ 建築物の耐震改修の促進に関する法律 
○ 大都市震災対策推進要綱 ○ 南関東地域震災応急対策活動要領 
○ 南関東地域直下の地震対策に関する大綱 
 
火   山 
◎ 活動火山対策特別措置法 
 
豪   雪 
◎ 豪雪地帯対策特別措置法 
◎ 豪雪公共施設防雪事業法 
 
地滑り、崖崩れ、土石流 
◎ 砂防法  ◎森林法 
◎ 地すべり等防止法 
◎ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律 
◎ 治山・治水緊急措置法 
◎ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の
法律 

◎ 特殊土じょう地帯災害防除及び振興臨時措置法 
 
原子力災害 
◎ 原子力災害対策特別措置法 

被災者への救済援助措置・・被災者生活再建支援金 ◎被災者生活再建支援法 

災害弔慰金、災害障害見舞金、災害援護資金 ◎災害弔慰金の支給等に関する法律 

             災害関係住宅資金 ◎住宅金融公庫法 

             学生生徒への援助措置 

             雇用者への援助措置 ◎雇用保険法◎産業労働者住宅資金融通法◎労働者災害補償保険法 

                       ◎地方公務員災害補償法 

中小企業者への援助措置 ◎国民生活金融公庫法◎中小企業金融公庫法 

◎商工組合中央金庫法◎小規模企業者等設備導入資金助成法 

◎中小企業信用保険法 

農林漁業者への援助措置 ◎農林漁業金融公庫法◎天災融資法◎自作農維持資金融通法 

災害復旧・復興・・・・・・公共土木施設災害復旧 ◎公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法 

             農林水産業施設災害復旧 ◎農林水産施設等災害復旧事業費国庫補助の暫定措置 

に関する法律 

             文教施設等災害復旧 ◎公立学校施設災害復旧費国庫負担法 

             厚生施設等災害復旧 

             都市施設、公営住宅、空港、地方鉄道軌道 

災害関連事業 

被災市街地の復興 ◎被災市街地復興特別措置法 

被災区分所有建物の再建 ◎被災区分所有建物の再建等に関する特別措置法 

保険共済制度・・・・・・・損害保険（風水害、地震（噴火を含む）） ◎地震保険に関する法律 

農林水産業関係災害補償制度 ◎農業災害補償法◎農業共同組合法◎森林組合法 

◎森林国営保険法 

小規模事業者の火災保険 

労働者災害補償保険制度 

災害関係税制・・・・・・・損失控除、減免、徴収猶予、還付、申告等の期限の延長 ◎災害被害者に対する租税の減免、 

                                        徴収猶予等に関する法律 

その他・・・・・・・・・・防災集団移転 ◎防災のための集団移転促進事業に係る国の財政上の特別措置等に関する法律 

             密集市街地の防災街区の整備 ◎密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律 

              

(

◎
激
甚
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甚
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推進に関する
                           



 

 

３．災害対策の沿革（戦後）３．災害対策の沿革（戦後）３．災害対策の沿革（戦後）３．災害対策の沿革（戦後）    
 

年年年年    契機となった災害契機となった災害契機となった災害契機となった災害        災害対策に係る法制度等災害対策に係る法制度等災害対策に係る法制度等災害対策に係る法制度等    

昭和 21 年 南海地震 
 

 

昭和 22 年   災害救助法 

昭和 25 年   農林水産業施設災害復旧事業費国庫負担の暫定措置に関する法律 

昭和 26 年   公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法 

昭和 34 年 伊勢湾台風 
 

 

昭和 35 年   治山治水緊急措置法 

昭和 36 年   災害対策基本法（Ｓ37 中央防災会議設置、Ｓ38 防災基本計画決定） 

昭和 37 年   激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律 

   豪雪地帯対策特別措置法 

昭和 39 年 新潟地震 
 

 

昭和 41 年   地震保険に関する法律 

昭和 47 年   
防災のための集団移転促進事業に係る国の財政上の 

特別措置等に関する法律 

昭和 48 年   
災害弔慰金の支給に関する法律 

活動火山対策特別措置法（Ｓ48 制定、Ｓ53 改称） 

昭和 51 年 
地震学会で東海地震発
生可能性の研究発表 

 
 

昭和 53 年   大規模地震対策特別措置法 

平成 7年 
阪神･淡路大震災  

地震防災対策特別措置法 

  
 

防災基本計画改定 

   災害対策基本法の一部改正（6月、12 月） 

   大規模地震対策特別措置法の一部改正 

平成 9年   密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律 

平成 11 年 広島土砂災害 
 

被災者生活再建支援法 

 JCO 臨界事故 
 

 

平成 12 年   土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律 

   原子力災害対策特別措置法 



４．災害対策基本法の概要

我が国の防災施策の根幹を為す災害対策基本法において、①
防災に関する責務や組織、防災計画、②災害予防・応急・復旧
・復興の各段階における各主体の役割や権限、③財政金融措置
と災害緊急事態等の災害対策の基本となる事項を定めている。

○災害の定義、防災に関する責務

災害の定義…自然災害(地震､豪雨等異常な自然現象による被害)
事故災害(大規模な火事･爆発又は放射性物質の大量放出、

多数の者の遭難を伴う船舶の沈没等の大規模な
事故による被害）

責 務…防災計画の実施、相互協力等（国、地方自治体、住民等）

○防災に関する組織

平 常 時 災 害 時
非常災害対策本部､緊急災害対策本部国 中央防災会議

災害対策本部地方 都道府県防災会議､市町村防災会議

○防災計画

中 央 防 災 会 議 防 災 基 本 計 画

指 定 行 政 機 関
防 災 業 務 計 画

指 定 公 共 機 関

都 道 府 県 防 災 会 議
地 域 防 災 計 画

市 町 村 防 災 会 議

○防災のスキーム
災 害 予 防

・防災組織の整備
・防災訓練の実施
・防災施設整備や耐震化
・物資・資材の備蓄 等

応 急 対 策
災 害 復 旧 等

・消防、水防団、警察等の出動
・復旧事業の実施・被害状況の報告

・避難指示 ・補助金等の早期交付
・警戒区域設定 ・激甚災害に対処するた
・医療、土木建築工事、輸送関 めの財政援助 等
係者への従事命令

等・交通規制

 

 

 

発 災 

 

 
教訓等 



 

 

災災災災災災災災災災災災害害害害害害害害害害害害対対対対対対対対対対対対策策策策策策策策策策策策基基基基基基基基基基基基本本本本本本本本本本本本法法法法法法法法法法法法ににににににににににににおおおおおおおおおおおおけけけけけけけけけけけけるるるるるるるるるるるる            
主主主主主主主主主主主主なななななななななななな権権権権権権権権権権権権利利利利利利利利利利利利制制制制制制制制制制制制限限限限限限限限限限限限    

 
 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
             
 
 
 
 
 
 

市町村長市町村長市町村長市町村長    

【警戒区域の設定】 
・立ち入り制限・禁止 
・退去命令  等 

の発生の発生の発生の発生    

都道府県都道府県都道府県都道府県    
公安委員会公安委員会公安委員会公安委員会    内閣総理大臣内閣総理大臣内閣総理大臣内閣総理大臣    

【緊急事態の布告】 
災害災害災害災害

【従事命令】 

都道府県知事都道府県知事都道府県知事都道府県知事    
国国国国                民民民民    

【交通規制】 
・車両の通行禁止 
・車両の破損 等 

 医療、土木建築工事、輸

送関係者等への従事命令 
【協力命令】【保管命令】
・施設等の収用等 
・立ち入り検査 等 

罰罰罰則則則規規規定定定   

【緊急措置政令の制定】 
・生活必需物資の配給、譲渡 
規制 
・物価等の最高額規制 
・金銭債務の支払延期等 



 

 

５．主な防災施策 
 

 
 

○東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点の整備・・・・８ 

○中央防災無線網の整備・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

○ＤＩＳの整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

○火山ハザードマップの作成の推進・・・・・・・・・・１３ 

○国際防災協力の推進・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

○激甚災害制度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

○被災者生活再建支援法の概要と住宅再建支援制度について 

                ・・・・・・・・・・２０ 



東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点の整備

立川広域
防災基地

凡例

道路

河川

基幹的広域防災拠点

１．概　要

　都市再生本部第一次決定(平成13年6月)の第一番目のプロジェク
トとして決定、平成14年度以降の早期の整備着手に向けて、関係省
庁及び関係都県市からなる『首都圏広域防災拠点整備協議会』を設
置し、整備計画の策定に着手しており、年内に整備箇所・整備手法
等を決定。

２．基幹的広域防災拠点の機能

　都県市単独では対応不可能な広域あるいは甚大な被災に対し、

　　○ 国と被災都県市の合同現地対策本部を設置し、救助・救援

　　　 活動等の広域的オペレーションを行う場や救援物資等の広

　　　 域的な輸送拠点等として機能し、

　　○ 平常時には、公園等都市住民の憩いの場として機能すると
　　　 ともに、訓練・教育の場やデータ・バックアップ・センタ
　　　 ー等としての利活用を検討。

３．整備候補地



 

 

 

被災都県市 
対策本部 

被災都県市 
対策本部 

指示 

指示等 

■基幹的広域防災拠点の機能 

情報 

情報 

指示 

○官邸 
・ 事務局 

z 諸外国との対応 
z 全国○○協会との対応 
z 非被災都道府県との対応 
             等 

渉外 

人員 物資 高度な政治的判断等 
に基づく指示 

本部員 

情報 実働部隊及び 
その現地責任者 

本部員 
本部員 

政府緊急災害対策本部 

◆被災地全体の総括指揮 
・災害対策の基本方針の決定 

人員 
物資 

 
 合同現地対策本部 国の行政機関要員 
 実働部隊現地責任者 
 都県市本部員 

基幹的広域防災拠点 

◆広域的オペレーション 
・応急復旧活動の具体的計画の策定 
・広域支援部隊のベースキャンプ 

本部員 

 

◆地域的ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ 

地域の防災活動拠点 

 

◆地域的ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ 

地域の防災活動拠点 

 実働部隊及び 
その現地責任者 

本部員 

 z 諸外国との対応 
z 全国○○協会との対応 
z 非被災都道府県との対応 
             等 

  

  

渉外 

情報 

指示等

本部員 

人員 物資 

 

被災都県市 
対策本部 

指示 

情報 
本部員 

指示 

 
 合同現地対策本部 国の行政機関要員 
 実働部隊現地責任者 
 都県市本部員 

基幹的広域防災拠点 

◆広域的オペレーション 
・応急復旧活動の具体的計画の策定 
・広域支援部隊のベースキャンプ 

 

◆地域的ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ 

地域の防災活動拠点  

◆地域的ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ 

地域の防災活動拠点 

緊急輸送物資・人員
（陸路、海･水路、空路） 



 

  



中央防災無線網の整備 

                         
 
 中央防災無線網の充実・強化を図るため、新たに指定行政機関及び指

定公共機関に指定された機関に衛星系回線を整備するとともに、固定系

回線ルートの変更等の整備を実施。 

(1) 国土地理院への衛星系回線の新設 
(2) 防災科学技術研究所への衛星系回線の新設 
(3) 固定系回線のループ化による信頼性の確保 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

衛星通信 

 

固定系回線：５４機関 

衛星系回線：２８機関 

官邸 

防衛庁 

内閣府 
（防災担当） 

東京都庁 

都心部の防災機関
を 結 ぶ 通 信 網

地方の防災機関
を 結 ぶ 通 信 網

可
搬
型 

車
載
型 

立川広域防災基地内
の防災機関を結ぶ
通 信 網

防衛庁立川駐屯地等の 
９防災機関 

立川災害対策
本部予備施設

日本赤十字社 

国土交通省 

東京電力 

現地災害
対策本部４７都

道府県
ＪＲ北海道等の
地 方 の

指定公共機関



 

 

地震発生地震発生地震発生地震発生

気象庁の観測点震度情報 気象庁の津波高さ情報

地震発生後自動受信 地震発生後自動受信

地震発生後30分以内

防災関連施設データ
　・道路,港湾,ヘリポート等
　・ライフライン,通信施設等
　・病院,避難施設等

現地からの被害情報

　　　　応急対策計画の迅速な立案に活用
　　　　　　　　◆要請内容の整理
　　　　　　　　◆物資等の調達状況の整理
　　　　　　　　◆被災地への輸送ルートの最短経路検索
　　　　　　　　◆物資･重傷者等の輸送ルート決定

地震防災情報システム地震防災情報システム地震防災情報システム地震防災情報システム

EES

EMS

地震被害早期評価システム

応急対策支援システム

GISGISGISGIS(地理情報システム)を活用した自動処理システム(地理情報システム)を活用した自動処理システム(地理情報システム)を活用した自動処理システム(地理情報システム)を活用した自動処理システム

本部設置の要否等の判断
関係機関の応急対策に活用

 防災関係機関

リアルタイムでの情報提供

迅速･的確な応急対策の実施

Disaster Information SystemsDisaster Information SystemsDisaster Information SystemsDisaster Information SystemsDIS

建築物倒壊による人的被害
の推計(死者･負傷者)

(１kmメッシュ,市区町村別)

建築物倒壊による人的被害
の推計(死者)

(１kmメッシュ,市区町村別)

人口データ
(昼夜別建物滞留人口)

建築物被害の推計
(１kmメッシュ,市区町村別)

建築物被害の推計
(１kmメッシュ,市区町村別)

建築物データ
(木造･非木造･築年区分)

面的震度分布の推計
(１kmメッシュ)

津波浸水域の把握
(250ｍメッシュ)

 浸水域
 データ
(潮位補正)

　 地質地形
 　 データ
　 (地盤種類)

Early Estimation System

Emergency Measures Support System

 



 

 

火山ハザードマップの作成の推進 
 
火山ハザードマップとは、噴火による危険が予想される範
囲や避難場所などの緊急時の防災情報を示した地図。 

 
日本の８６の活火山のうち、内陸の活動的もしくは爆発的
噴火をする力を秘めている２９の火山でハザードマップを
作成することにしており、現在、１８の火山（有珠山、岩
手山、桜島等）で作成し、残りの火山については作成中。 

■火砕流火砕流火砕流火砕流に襲われる
危険性が高い範囲 

■西
も

太平洋 

土石流土石流土石流土石流などに襲われる
危険性が高い区域 
洞爺湖 

有珠山 
 

  
 

有珠山の火山ハザードマップ 
 
昨年の噴火活動で、事前に住民避難をさせる際に使用さ
れ、人的被害無し。 
風のときに火山灰火山灰火山灰火山灰が積
る危険性が高い範囲 



 

 

火山ハザードマップ作成予定の

２９火山のリスト 
 

既に作成済みの１８火山 作成中の１１火山 

雌阿寒岳（北海道） 

十勝岳（北海道） 

樽前山（北海道） 

有珠山（北海道） 

北海道駒ヶ岳（北海道） 

秋田焼山（秋田県） 

岩手山（岩手県） 

鳥海山（秋田・山形県） 

磐梯山（福島県） 

草津白根山（群馬・長野県） 

浅間山（群馬・長野県） 

新潟焼山（新潟県） 

伊豆大島（東京都） 

三宅島（東京都） 

阿蘇山（熊本県） 

雲仙岳（長崎県） 

霧島山（宮崎・鹿児島県） 

桜島（鹿児島県） 

岩木山（青森県） 

秋田駒ヶ岳（秋田・岩手県） 

蔵王山（山形・宮城県） 

吾妻山（福島県） 

安達太良山（福島県） 

那須岳（栃木県） 

焼岳（長野・岐阜県） 

御嶽山（長野県） 

富士山（山梨・静岡県） 

鶴見岳（大分県） 

九重山（大分県） 

 



 

■火山防災対策の充実の必要性 

我が国の場合、活火山周辺に都市や町が存在するため、火山噴火に備え
た防災対策の充実が必要。 

 
 
 
 
  

４ 

４ ８
 

   
 

▲ 
富士山

羽田付近で４～８cm
程度の降灰 

富士山ハザードマップの作成の推進 
 

富士山の過去の主な噴火（有史以降）
 

16

32
64
128
256



 

 

 

富士山ハザードマップ作成協議会

富士山ハザードマップ検討委員会

神奈川県、山梨県、静岡県、小田原市、秦野市、南足柄市、山北町、箱根町、富士吉田市、上
九一色村、山中湖村、河口湖町、鳴沢村、富士宮市、富士市、御殿場市、裾野市、小山町、
内閣府（防災担当）、総務省（消防庁）、国土交通省（河川局、気象庁、関東地方整備局、中部
地方整備局、東京管区気象台）

事務局：神奈川県、山梨県、静岡県、内閣府、総務省、国土交通省

・学識委員　委員長　荒牧先生、副委員長　新谷先生　　他

・行政委員
　　　内閣府（防災担当）、総務省（消防庁）、国土交通省（河川局砂防部、
　　　気象庁）
　　　神奈川県・山梨・静岡（各県の防災部局）

事務局：内閣府、総務省、国土交通省

・ハザードマップの作成
・各種防災計画等への反映
・ハザードマップの住民等への周知

火山噴火予知
連絡会
（富士山ワーキン
ググループ）

　富士山について
の噴火シナリオ等
の検討

オブザーバ
防衛庁、文部科学省、農林水産省（林野庁）、国土交通省（総合政策局
観光部、中部地方整備局、関東地方整備局、国土技術政策総合研究
所、東京管区気象台、国土地理院）、神奈川県・山梨・静岡（各県の土木
部局）、東京都、小田原市、秦野市、南足柄市、山北町、箱根町、富士吉
田市、上九一色村、山中湖村、河口湖町、鳴沢村、富士宮市、富士市、
御殿場市、裾野市、小山町

ハザードマップ案の検討

活用部会

以下を踏まえたハザードマップ
の検討
　・防災機関における情報流通、活
　用
　・一般住民等への情報提供、活用
　・市民生活、観光等と防災対策の
　共存

他

基図部会

ハザードマップの基礎となる
火山災害マップの検討
　・噴火災害実績の調査等

　・将来の噴火予測
　・噴火被害等の想定

他

（火山活動の異常時の連携について検討）

諮問 報告

反映



国際防災協力の推進

我が国は，防災分野の先進国として，防災分野における国際協力に積
極的な役割を果たしていくことが必要でである．この様な観点から，以下
の事項をはじめ国際防災協力を推進する．

国連の国際防災戦略と我が国の取組

○国連総会（１９９９年末）で「国際防災戦略」活動実施の決議
　・主たる目的　①災害対応力の強いコミュニティの形成
　　　　　　　　　　②災害予防・管理による災害被害の軽減

○我が国の「国際防災戦略」推進体制
　　・「国際防災連絡会議」の開催
　　　　議長　　：内閣府政策統括官（防災担当）
　　　　構成員：関係省庁防災担当課長

○内閣府の取組
　・「国際防災戦略会議アジア会合」の開催（平成14年1月）　｛予定｝　
　　参加：国連，アジア諸国防災専門家，関係省庁，学識経験者
　

○国連の「国際防災戦略」の活動方針を提案する「評議委員会」の開催
　　・開催状況：概ね年に２回の頻度で開催，これまでに４回の開催実績



　アジア地域の多国間防災協力を促進するため、１９９８年７月３０日、兵庫
　県神戸市「東部新都心」に設立。　

アジア防災センタ－

防災協力の推進
に関する調査

防災知識の普及・意識
の向上資料の企画

災害発生時の各国の
緊急援助等に関する
情報の収集

防災に関する教育・訓
練プログラムの企画

防災情報の収集・提供

　国際機関：国際連合、世界銀行、ＯＥＣＤ等

メンバー国：中国、インド、インドネシア、日本、韓国、ロシア等（２３ヶ国）

アドバイザー国：オーストラリア、フランス、ニュージーランド、スイス等

連携・協力

活　　　　　動　　　　　内　　　　　容

　　　　アジア防災センタ－における多国間防災協力の推進



 

 

    
 

公共土木施設等の被害公共土木施設等の被害公共土木施設等の被害公共土木施設等の被害    

災害の発生災害の発生災害の発生災害の発生    

農地等の被害農地等の被害農地等の被害農地等の被害

河河河河
防防防防
港港港港
水水水水
    

公立学校、公公立学校、公公立学校、公公立学校、公
営住宅、生活営住宅、生活営住宅、生活営住宅、生活
保護施設、児保護施設、児保護施設、児保護施設、児
童福祉施設等童福祉施設等童福祉施設等童福祉施設等    

農地、農業用施農地、農業用施農地、農業用施農地、農業用施
設、林道、農林設、林道、農林設、林道、農林設、林道、農林
水産業共同利水産業共同利水産業共同利水産業共同利
用施設用施設用施設用施設    等等等等    

中小企業者等中小企業者等中小企業者等中小企業者等    
の被害の被害の被害の被害    

  (
○ 
○ 
 な

激甚災害制度の概要 
川、海岸、砂川、海岸、砂川、海岸、砂川、海岸、砂
設備、道路、設備、道路、設備、道路、設備、道路、
湾、漁港、下湾、漁港、下湾、漁港、下湾、漁港、下
道、公園道、公園道、公園道、公園    等等等等    
激甚災害制度激甚災害制度激甚災害制度激甚災害制度    

災害復旧国庫補助事業災害復旧国庫補助事業災害復旧国庫補助事業災害復旧国庫補助事業    

国庫補助率の嵩上げ措置国庫補助率の嵩上げ措置国庫補助率の嵩上げ措置国庫補助率の嵩上げ措置    
が講じられるが講じられるが講じられるが講じられる    

（１～２割程度）（１～２割程度）（１～２割程度）（１～２割程度）    

激甚災害の指定激甚災害の指定激甚災害の指定激甚災害の指定    激甚災害の指定激甚災害の指定激甚災害の指定激甚災害の指定

災害復旧貸付災害復旧貸付災害復旧貸付災害復旧貸付
等の特例措置等の特例措置等の特例措置等の特例措置    
    
((((金利引下げ、金利引下げ、金利引下げ、金利引下げ、    
信用保証別枠化、信用保証別枠化、信用保証別枠化、信用保証別枠化、
償還期間延長等償還期間延長等償還期間延長等償還期間延長等))))    

災害復旧災害復旧災害復旧災害復旧    
貸付等の貸付等の貸付等の貸付等の    
支援措置支援措置支援措置支援措置    

激甚災害の指定激甚災害の指定激甚災害の指定激甚災害の指定

概ね概ね概ね概ね    
６割～８割６割～８割６割～８割６割～８割    
程度程度程度程度 

２分の１２分の１２分の１２分の１    
からからからから    

３分の２３分の２３分の２３分の２    

８割程度８割程度８割程度８割程度    
((((共同利用施設共同利用施設共同利用施設共同利用施設
は概ね２割は概ね２割は概ね２割は概ね２割)))) 

参考)                通常補助率      激甚法補助率 
過去５年間の農地等   ８４％         ９３％ 
１２年度公共土木    ６８％         ９５％ 
お、災害復旧事業の地方自治体の負担分については、起債措置等が認められている。 



　　　　　　　　　被災者生活再建支援法の概要

１．被災者生活再建支援法に該当する自然災害

施行令第１条

施行令第２条

施行令第３条
１０世帯以上の
住宅全壊被害が
発生した市町村 １００世帯以上の

住宅全壊被害が
発生した都道府県

災害救助法
施行令第1条
又は第2条に
該当する自然
災害が発生し
た市町村

支援法の対象となる
自然災害の発生

２．対象世帯
①上記の自然災害により住宅が全壊又は半壊し、やむなく　
　解体した世帯
②火砕流等により長期間避難を余儀なくされた世帯

３．支給限度額及び対象経費

１０万円２７．５万円３７．５万円世帯

１５万円３５万円５０万円世帯

２０万円５５万円７５万円世帯

３０万円７０万円１００万円世帯

特　別　経　費通　常　経　費支給限度額

通　常　経　費 特　別　経　費

１．生活に通常必要な物品の購
　　入費又は修理費
　　（洗濯機、テレビ、掃除機、冷　
　　蔵庫、寝具など）

１．被災世帯の居住地域又は被災世帯
　　に属する者の特別な事情により生活
　　に必要な物品の購入又は修理費
２．住居の移転のための交通費
３．住宅を賃借する場合の礼金
４．自然災害により負傷し、又は疾病に
　　かかった者の医療費

災害の発生

２．住居の移転費

４．補助金の交付

被災者生活再建支援基金が支給する支援金の２分の１に相当する額を国が補助

世帯の年収、世帯主の年齢等
に関する要件あり

支給限度額は、世帯の年収、世帯主の年齢等及び複数又は単数世帯により異なる
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２２２２    現在の状況現在の状況現在の状況現在の状況
○上記の「被災者

所有者全員から

たところ、全国

で、別途の方法

○また、「与党災害

るが、制度の実

ない。 

 
住宅再建支援制度について
 

超党派の自然災害議連（原田昇左右会長、相沢英之小委

員長）が、国及び地方自治体が半額ずつ負担する「被災

者住宅再建支援制度骨格」をとりまとめ。    

同議連（原田昇左右会長、柿澤弘治小委員長）が、住宅

所有者と国が半額ずつ負担する「被災者住宅再建支援法

案(仮称)骨子(案)」を了承。    

鳥取県西部地震(10 月６日発生)の被災地域の復興を目

的として、鳥取県が独自に住宅建設に300 万円を限度と

する補助を実施。 

旧 国土庁の被災者の住宅再建支援の在り方に関する

検討委員会の報告書で、「全住宅所有者の加入を義務付

ける新たな住宅再建支援制度」の創設についての提案

があったが、様々な課題が指摘され、「今後この提案に

ついて検討する必要がある」とされた。 

鳥取県議会において、被災者住宅再建支援条例（25 年

間で 50 億円を目標とする基金の創設等を含む）が議会

可決 

地震保険の保険料水準の引下げを実施 

        
住宅再建支援法案（仮称）骨子（案）」において住宅の

徴収する｢負担金｣を固定資産税と併せて徴収するとし

市長会及び全国町村会が、実務上の問題を指摘した上

について再検討することを要請。 

対策に関するプロジェクトチーム」においても検討してい

現を図るための諸課題について依然として合意に至ってい


